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商 工 労 働 総 務 課
　　　総務・人事グループ
      企画グループ

広域産業振興グループ

　　　予算グループ
　　　経済リサーチグループ・企業リサーチグループ
　　　　
総務・人事グループ
　部課の一般庶務事項を掌理するとともに、栄典表彰に関する事項等を行い、事務事業の適切な執行に努めた。

　また、部の人権関係施策について調整を行うとともに、中小企業者等に対する人権研修等を実施した。

　さらに、部の人事（職員の異動、昇任、採用等）について調整を行うとともに、業務　　　　内容の充実、改善等を積極的に推進した。
１　部業務連絡調整　
府議会・監査等部業務の連絡調整を行うため、関係部・課・出先機関との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めた。

２　栄典・表彰
(1) 叙位・叙勲　
功績のあった者について具申し、次のとおり叙位･叙勲が授与された。
　　　春の叙勲　　　　　　　３名　
　　　秋の叙勲　　　　　　　５名
　　　死亡叙勲・叙位　　　　１名　
　　　高齢者叙勲　　　　　　３名
 (2) 褒章　
本府産業・労働関係に功績のあった者について具申し、次のとおり褒章が授与された。
　　　春の褒章　　　　　　　４名
　　　秋の褒章　　　　　　　４名
(3) 憲法記念日知事表彰　
大阪府表彰規則に基づく憲法記念日知事表彰候補者として次のとおり内申し、表彰された。

　　　産業功労者　　

　　　　商工関係　　　　　　４０名
　　　　労働関係　　　　　　２０名

　　　公共関係功労者　

　　　　府政関係（労働）　　　２名

　　　　文化関係（工芸）　　　５名

(4) 大阪府商工関係者表彰　
大阪府の商工業の振興発展に功績のあった個人もしくは団体を、大阪府商工関係者表彰実施要領に基づき次のとおり表彰した。
	
	団体役員　　　１１６名
団体職員　　　　２８名
従 業 員　　　　５８名
事業所等　　　　　６事業所
団　　体　　　　　２団体

	
	合計　　　　２１０


　　
３　中小企業者等に対する人権研修

府内の結婚相談業者に対し、人権問題についての理解と認識を深めるため研修会を実施した。

企画グループ
１　部行政の企画立案・総合調整

 (1) 商工労働施策の企画立案

商工労働施策に関する企画立案及び連絡調整を行った。
(2) 国への提案・要望
商工労働施策の円滑な推進を図るため、制度改善等につき国に対して次の提案・要
望活動を行った。

　　　・国の施策並びに予算に関する提案・要望（令和４年７月）

２　部の広報・広聴

(1) 広報媒体の利用計画等の作成調整

広報媒体の利用計画、月間広報事項作成のための資料の提供及び広報・広聴事項の連絡調整を実施した。
(2) 報道機関に対する発表及び資料の提供
報道機関への発表及び資料提供を行い、部行政の広報を推進した。
３　施策情報の発信
商工労働部ホームページを整備し情報発信を行う等、最新の施策情報を中小企業者に提供した。
４　会議等への参画
　　商工労働施策の円滑な推進を図るため、国、都道府県との意見交換に努めた。
・八大都道府県商工担当部長会議（令和５年１月）

５　大阪府中小企業支援交付金
「国際ビジネス支援事業」「ものづくり支援事業」「スタートアップ支援事業」「中小企業ＤＸ推進支援事業」に係る予算を、部内関係各課から移管・一本化し、「大阪府中小企業支援交付金」として（公財）大阪産業局へ交付した。
また、同交付金により実施する事業の目標や実施内容、効果などについて、専門的見地からの助言を得るため、有識者会議を開催した。
・大阪府中小企業支援交付金有識者会議（令和４年７月、11月）

	　　　
	令和４年度

	予算額（千円）
	227,580

	決算額（千円）
	227,580


広域産業振興グループ
　関西広域連合の広域産業振興に関する事務を行った。

　
１　広域産業振興行政の企画立案・総合調整
広域産業振興施策に関して、分野担当府県として企画調整部会※を運営するなど、構成府県市間の調整を行った。　　　　　　　※関西広域連合構成府県市の産業担当部局の担当者が所属
【企画調整部会】
	開催日
	議　題

	令和４年10月３日
	（１）令和５年度予算要求案及び各種事業の実施状況
（２）令和４年度事業の中間報告
（３）「関西広域産業共創プラットフォーム」について

	令和５年３月22日
	（１）令和４年度事業の実績報告及び期末評価
（２）令和５年度事業の計画及び目標設定
（３）関西広域産業ビジョンの改訂について


２　「関西広域産業ビジョン」の着実な推進

「関西広域産業ビジョン」に掲げる３つの戦略に基づく取組の検証・評価に対する助言を受けるとともに、ビジョンの推進に係る意見交換を行うため、学識者、経済界及び官公庁からなる「関西広域産業ビジョン」推進会議を分野担当府県として運営し、構成府県市とともに「関西広域産業ビジョン」の着実な推進を図った。
また、令和５年度中の「関西広域産業ビジョン」改訂に向け、第１回「関西広域産業ビジョン」改訂委員会を開催し、同上メンバーで構成される委員より意見を聴取した。

【「関西広域産業ビジョン」推進会議】
	開催日
	議　題

	令和４年10月７日
	（１）令和４年度事業の計画及び中間報告
（２）令和５年度予算案及び事業に関する意見交換

	令和５年３月29日
	（１）令和４年度事業の実績報告・期末評価
（２）令和５年度事業計画・目標設定に関する意見交換


【「関西広域産業ビジョン」改訂委員会】
	開催日
	議　題

	令和５年３月29日
	（１）座長選出と座長代理の指名
（２）関西広域産業ビジョン」の改訂に関する意見交換　


３　広域産業振興施策の推進
　　令和４年度事業計画に基づき、構成府県市との連携・調整の下、広域産業振興施策の推進に努めた。
予算グループ
　　部の予算編成事務並びに部の決算等に関する事務を行った。
　なお、歳入歳出予算、決算の概要は次のとおりである。
　一　般　会　計　
　ア　歳　　　入　　　　　　　　　　
　　　　予　算　額　　　　　　　　９０５，３８８，０６２，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　収　入　額　　　　　　　　８６６，９２０，５６１，５７９円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　イ　歳　　　出
　　　　予　算　額　　　　　　　　７４３，６６１，１４５，７２０円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（内他部課予算執行機関配当分　　２，２２９，５６２，９８９円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支　出　額　　　　　　　　７３８，２４８，０４７，７７１円
　中小企業振興資金特別会計
ア　歳　　　入
　　　　予　算　額　　　　　　　　　　２，８７９，８９７，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　収　入　額　　　　　　　　　　４，４４３，５８１，９１３円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　イ　歳　　　出
　　　　予　算　額　　　　　　　　　　２，８７９，８９７，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（内他部課予算執行機関配当分　　　　　　　　２１０，２５４円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支　出　額　　　　　　　　　　２，８０３，２４０，５１９円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
経済リサーチグループ・企業リサーチグループ
１　調査研究事業

(1) 政策立案支援調査

当該年度は、以下をテーマにした４本の政策立案支援調査を実施し、報告書を発行した（令和５年３月）。
○事業再構築に挑む中小企業の現状と課題

○コロナ禍等を契機とする企業活動の変化について

○就業･雇用のダイバーシティ, エクイティ＆インクルージョン

○府内製造業のカーボンニュートラルへの取組
  (2) 経済動向調査
· 毎月、「景気動向指数」および「主要経済指標」を作成し、各種統計と合わせて、「大阪経済の情勢」としてとりまとめた。
· 府内の消費動向を調査し、四半期ごとに「消費動向調査」としてとりまとめた。
· 四半期ごとに、府内の民営事業所6,500社を対象とする「景気観測調査」を実施した。
· 上記の調査結果は、当センターのウェブサイトで随時公表するとともに、年４回発行する『おおさか経済の動き』に掲載し、「大阪府・大阪市経済動向報告会」にて報告した。
· 前年の年間を通した経済動向をとりまとめ、『おおさか経済の動き　別冊』として発行した。
（3）その他の調査研究

· ポストコロナをみすえた大阪経済の動向とそれに関連する話題を四半期ごとにとりまとめ、企画室とともに庁内向けに発信した。
· 各時点で重要な事象を分析し「産業経済トピックス」としてまとめた。令和４年度は、「プラスチック製品製造業を視る」、「経済はコロナ禍前に戻ったか」、「2022年度大阪府内企業経営実態調査（全文および概要版）」、「円安が大阪・関西産業に与える影響」の４本をとりまとめた。
· 『なにわの経済データ』を作成し、発行するとともに、ウェブサイトで公表した。
２　その他の事業
(1) その他のセンター業務

· 部内各課及び他部局からの産業や経済に関する問い合せへの対応を行った。
· 部内からの依頼にもとづき、各種事業応募事業者の審査業務、シンポジウムでの出講等を実施した。

· 包括連携協定先大学と調査を実施するとともに、出講等によって調査研究事業の成果普及を図った。
· 商工会議所、業界団体などからの産業振興のための委員会の委員就任依頼や講演依頼等に対応した。
· 時短協力金審査業務への応援要請にもとづき、専門的な知見をもとに審査の円滑化を図った。

(2) 兼務業務
· 経営革新計画承認支援業務を実施した。（経営支援課）
· 高度化診断業務を実施した。（金融課）
· 商店街の活性化に関する支援業務を実施した。（商業・サービス産業課）
· 繊維産業振興支援業務を実施した。（ものづくり支援課）
· 産業化戦略センターの事業をサポートした。（産業創造課）
· マーケティングリサーチ業務及び企画室支援業務を実施した。（企画室）
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